＜参考＞
＊　申込書に添付する事業計画書の構成を示したものです。
＊　目次の掲載項目順、各項目の文言は変えずに作成してください。
＊　作成にあたっては、図表等のデータや写真を配置し、専門用語には注釈を付けるなど、
読み手に伝わりやすくなるよう工夫してください。
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１　企業・団体の概要

	代表者（役職・氏名）
	代表取締役／代表　○○　○○　　（　歳）


	所在地
※本事業を実施する場所が異なる場合は主たる実施場所に記載すること。
	本社
主たる実施場所


	設立年月日
	

	ホームページアドレス
	

	目的・経営理念
	

	沿　革


	昭和○年○月：
平成○年○月：



	資本金
	

	従業員数
	役　員
社　員
パート

	業　種
（日本標準産業分類）
	（４桁の分類番号）：○○○○製造業　

	事業内容
	・
・
・

・


	これまでの補助金等の交付実績・他の補助金等の申請状況
	

	主要取引先
	仕入先
販売先


	過去の受賞・表彰・
認定歴など
	


２　現状の組織とプロジェクト体制図

（1） 現状の組織（令和○年○月○日時点）
（2） プロジェクト体制図
３　ビジネスモデル俯瞰図

※　当該事業に係る自社と仕入先、協力会社（公的機関）、外注先、顧客などの相関関係をフロー図で記載
４　計画項目

（1） 事業の内容、既存事業との相違点
（2） 製品（サービス）の特色、同業他社製品（サービス）との違い
（保有する設備・ノウハウ、活用する技術等を含めて記載）

（3） 顧客・市場の設定と市場環境
（4） 流通・販路
（5） 価格
（6） 販売促進策
（7） 量産可能性（原材料等の調達、自社設備、協力先等）　　

（8） 法的規制の検討
（9） 雇用機会の確保
（10） 地元企業等との連携・地域への波及効果
（11）　設備資金、運転資金、資金調達計画
※　①は、採択後３か年の上限額となるので、十分検討して記載すること。
※　税抜額で積算すること。
※　積算内訳は募集要項（別表２）の内容に示す費目に基づき記載すること。
	（単位：千円）

	１年度目

(　　Ｒ○年３月期)
	２年度目

(　　Ｒ○年３月期)
	３年度目

(　　Ｒ○年３月期)

	新事業創出支援事業補助金額　　　　①
	
	
	

	
	うち、人材育成支援　　　　　　　　　ア

　補助率：対象経費の２分の１以内
　補助金額：１２０万円以内／年
	積算内訳
積算計：
	積算内訳
積算計：
	積算内訳
積算計：

	
	
	補助金額：
	補助金額：
	補助金額：

	
	うち、試作・研究開発支援　　　　　　イ
　補助率：対象経費の３分の２以内
補助金額：４００万円以内／年
	積算内訳
積算計：
	積算内訳
積算計：
	積算内訳
積算計：

	
	
	補助金額：
	補助金額：
	補助金額：

	
	うち、マーケティング・販路開拓支援　ウ
　補助率：対象経費の２分の１以内
補助金額：１５０万円以内／年
	積算内訳
積算計：
	積算内訳
積算計：
	積算内訳
積算計：

	
	
	補助金額：
	補助金額：
	補助金額：

	
	うち、専門家招へい支援　　　　　　　エ
　補助率：対象経費の３分の２以内
補助金額：９０万円以内／年
	積算内訳
積算計：
	積算内訳
積算計：
	積算内訳
積算計：

	
	
	補助金額：
	補助金額：
	補助金額：

	 自己資金 　 　　　　　　　　　　　②
	
	
	

	金融機関借入                      ③
	
	
	

	
	うち、政府系金融機関
	
	
	

	その他                             ④
	
	
	

	①～④の計
	
	
	


【参考：計算式】
 　①＝ア＋イ＋ウ＋エの補助金額
(12)  売上・利益・付加価値の試算（事業着手後３年間）
① 売上・利益計画（企業全体）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)
	２年後

(　年　月期)
	３年後
(　年　月期)

	①売上高
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	

	③売上総利益（①－②）
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	

	⑤営業利益（③－④）
	
	
	
	

	⑥営業外費用

　（営業外収益を除く。）
	
	
	
	

	⑦経常利益（⑤－⑥）
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	
	
	
	

	⑩減価償却費
	
	
	
	

	⑪付加価値額（⑤＋⑧＋⑩）
	
	
	
	

	⑫従業員数
	
	
	
	

	⑬一人当たりの付加価値額

(⑪÷⑫)
	
	
	
	

	⑭付加価値額の伸び率

（直近期末を１００）
	１００
	
	
	


※付加価値額等の算出方法

　・付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費

・人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を算入。

・減価償却費にリース費用（損金算入されるもの）を算入。

・従業員数については常勤換算により算出。

② 応募事業に係る売上計画

	
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)
	２年後

(　年　月期)
	３年後
(　年　月期)
	４年後
(　年　月期)
	５年後
(　年　月期)

	売 上 高（千円）
	
	
	
	
	
	

	売上高の積算内訳


	
	
	
	
	
	


５　計画実施のための工程表

	　            時期
実施項目
	１年目
（R○.3月期）
	２年目
（R○.3月期）
	３年目
（R○.3月期）

	
	前期
	後期
	前期
	後期
	前期
	後期

	人材育成
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	試作・
研究開発
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	マーケテ
ィング・
販路開拓
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	専門家
招へい
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


６　今後起こり得るリスクとその対応
７　その他（必要に応じて記載）
８　参考資料
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